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1. 地域ごとの整備目標 

1.1. 降雨のまとめ 

 本計画で対策目標の対象となる降雨は以下のとおり整理しました。 

 

表 1.1 計画降雨（現計画降雨、気候変動考慮）L1 

 確率年 降雨強度式 
t=60 分 

（mm/h） 
備考 

現計画降雨 5 年 
 2,560  

32.0  八戸気象台 
 t + 20  

計画降雨 

気候変動考慮 
5 年 

 3,200  38.1 × 1.10 

= 41.9 

十和田アメダス 

 t + 24  

計画降雨 

気候変動考慮 
7 年  

3,530 
 

42.5×1.10 

=46.8 t+23 

計画降雨 

気候変動考慮 
10 年  

3,860 
 

47.1×1.10 

=51.8 t+22 

 

 

表 1.2 照査降雨 L1’（既往最大降雨） 

年月日 
60 分値 

（最大値） 
総雨量 備考 

1990（H2）/10/26 62.0mm 226.0mm 十和田アメダス 

 

 

表 1.3 照査降雨 L2（想定最大規模降雨） 

10 分値最大 60 分値最大 

36.6mm 150mm 
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◆計画降雨（L1 降雨） 

 浸水被害の発生を防止するための下水道施設の整備目標として、下水道法事業計画に位

置づけられる降雨になります。 

 従来の下水道計画では、「再度災害の防止」の観点から、過去の降雨実績に基づいて計画

降雨を設定します。しかし、今後気候変動による豪雨の更なる頻発化・激甚化がほぼ確実

視され、被害の拡大が懸念される中、気候変動に適応した治水計画へ転換することはまっ

たなしの状態です。このような背景を踏まえ、計画降雨についても気候変動の影響を踏ま

えたものを設定することが望ましいとされます。 

 

◆既往最大降雨（L1’降雨） 

 計画を上回る降雨時の、浸水被害の軽減を図る目標の降雨になります。災害の再発防止

の観点から、流域で発生した降雨のうち、下水道の流出時間スケールである短時間雨量（10

～60 分間雨量）が既往最大の降雨や、一定の被害が想定される降雨を基本とし、計画降雨

から L2 降雨の間に位置する降雨になります。 

 

◆想定最大規模降雨（L2 降雨） 

 水防法第 14 条第 1 項に規定する想定し得る最大規模の降雨であり、雨水出水浸水想定

区域の前提となる降雨です。また、雨水出水浸水想定区域の指定には浸水シミュレーショ

ンが必要となることから、浸水シミュレーションに使用する降雨でもあります。L2 降雨の

降雨量は地域別に設定されており、降雨波形は L1’降雨を設定されている降雨量に等しく

なるよう引き延ばしたものとし、いずれの時間においても 1 時間降雨量 220mm、10 分

降雨量 60mm を上回っていないことが前提となります。 

※既往最大降雨および想定最大規模降雨は、併せて照査降雨といいます。 

 

次に、雨水管理総合計画で対象となる降雨の算出根拠を示します。 
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1.2. 計画降雨 

 本市の雨水整備は、これまでシビルミニマムの考えに基づき 5 年確率で雨水整備を行っ

ています。既計画で採用している降雨強度式は以下のとおりであり、八戸気象台の降雨デ

ータ（昭和 58（1983）年～平成 14（2002）年）に基づき、Thomas プロット法によ

り算出したものです。 

I = 
2560 

t + 20 

      Ｉ：降雨強度（mm/h） 

          ｔ：流達時間（分） 

出典：十和田市公共下水道事業計画（令和 2 年度） 

 

雨水管理総合計画では、既計画で使用している降雨データ（八戸気象台）が古いことか

ら、近年増加しているゲリラ豪雨等に対応できるよう、本市近傍の「十和田アメダス」の

降雨データを用いて、気候変動の影響を踏まえた計画降雨の見直しを実施しました。気候

変動を考慮して計画降雨を算定する場合、降雨強度式を作成する基礎となる降雨データに

ついて、「その期間のデータ自体がすでに気候変動の影響を強く受けていない」ことを示す

必要があります。つまり、気温上昇などの影響により降雨量が著しく増加する傾向が、そ

のデータ期間に含まれていないかを確認しなければなりません。 

例えば、平成 2（1990）年～令和 2（2020）年の 30 年間の降雨データを対象に、

Mann-Kendall 検定により「増加傾向がない（気候変動の影響を受けていない）」と判定で

きた場合は、その 30 年間のデータで作成した降雨強度式に、降雨量変化倍率（1.10 倍）

を乗じることで、気候変動を考慮した計画降雨を算定できます。 

次に、計画降雨検討結果の詳細を示します。 
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表 1.4 十和田アメダス降雨データ（1/2） 

年次 
10 分降雨量最大値 60 分降雨量最大値 

月日 降雨量(mm) 月日 降雨量(mm) 

昭和 51（1976）年 - - 9 月 10 日 11.0 

昭和 52（1977）年 - - 8 月 5 日 31.0 

昭和 53（1978）年 - - 6 月 12 日 23.0 

昭和 54（1979）年 - - 10 月 1 日 24.0 

昭和 55（1980）年 - - 8 月 23 日 17.0 

昭和 56（1981）年 - - 7 月 21 日 32.0 

昭和 57（1982）年 - - 9 月 12 日 25.0 

昭和 58（1983）年 - - 8 月 3 日 16.0 

昭和 59（1984）年 - - 8 月 22 日 16.0 

昭和 60（1985）年 - - 9 月 7 日 14.0 

昭和 61（1986）年 - - 9 月 17 日 13.0 

昭和 62（1987）年 - - 7 月 3 日 22.0 

昭和 63（1988）年 - - 9 月 1 日 15.0 

平成  元（1989）年 - - 9 月 18 日 28.0 

平成 2（1990）年 - - 10 月 26 日 62.0 

平成 3（1991）年 - - 9 月 14 日 11.0 

平成 4（1992）年 - - 8 月 9 日 13.0 

平成 5（1993）年 - - 7 月 28 日 19.0 

平成 6（1994）年 6 月 14 日 6.5 6 月 14 日 18.0 

平成 7（1995）年 8 月 25 日 10.0 8 月 25 日 20.0 

平成 8（1996）年 7 月 3 日 11.5 7 月 3 日 22.0 

平成 9（1997）年 6 月 21 日 3.0 6 月 21 日 14.0 

平成 10（1998）年 8 月 28 日 10.5 7 月 23 日 20.0 

平成 11（1999）年 10 月 28 日 10.0 10 月 28 日 44.0 

平成 12（2000）年 7 月 25 日 10.5 7 月 8 日 16.0 

平成 13（2001）年 7 月 30 日 12.0 7 月 30 日 21.0 

平成 14（2002）年 8 月 11 日 6.5 8 月 11 日 24.0 

平成 15（2003）年 8 月 8 日 15.0 8 月 8 日 29.0 

平成 16（2004）年 9 月 30 日 3.5 9 月 30 日 17.0 

平成 17（2005）年 8 月 14 日 14.0 8 月 14 日 55.0 

平成 18（2006）年 7 月 16 日 4.5 7 月 16 日 16.0 

平成 19（2007）年 11 月 12 日 5.0 11 月 12 日 16.0 
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表 1.5 十和田アメダスの降雨データ（2/2） 

年次 
10 分間降雨量最大値 60 分間降雨量最大値 

月日 降雨量(mm) 月日 降雨量(mm) 

平成 20（2008）年 7 月 4 日 11.5 7 月 4 日 23.0 

平成 21（2009）年 7 月 27 日 15.0 7 月 27 日 19.0 

平成 22（2010）年 8 月 9 日 20.0 8 月 9 日 37.0 

平成 23（2011）年 6 月 9 日 6.5 8 月 17 日 20.0 

平成 24（2012）年 8 月 6 日 13.5 8 月 6 日 48.0 

平成 25（2013）年 9 月 16 日 9.5 9 月 16 日 29.0 

平成 26（2014）年 8 月 22 日 11.0 8 月 22 日 22.0 

平成 27（2015）年 8 月 2 日 9.0 8 月 2 日 19.0 

平成 28（2016）年 7 月 30 日 20.0 8 月 26 日 36.5 

平成 29（2017）年 7 月 22 日 11.0 7 月 22 日 38.5 

平成 30（2018）年 8 月 15 日 12.0 8 月 15 日 17.0 

令和 元（2019）年 8 月 10 日 11.0 8 月 23 日 21.0 

令和 2（2020）年 9 月 18 日 9.0 7 月 31 日 27.0 

令和 3（2021）年 6 月 24 日 8.0 8 月 10 日 14.5 

令和 4（2022）年 8 月 3 日 11.5 8 月 3 日 50.0 

令和 5（2023）年 7 月 11 日 13.0 7 月 11 日 24.0 

令和 6（2024）年 8 月 27 日 11.5 8 月 17 日 23.0 
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①確率降雨強度 

 「下水道施設計画・設計指針と解説 2019 年版」(p.244)（以下、「設計指針」とする。）

において、確率降雨強度の算出法は確率計算による方法と確率紙を用いる方法（図式推定

法）に大別され、確率計算による前者では岩井法、後者では Thomas プロット法や Hazen

プロット法等が用いられています。以下に各式型及び特徴を示します。 

 

1)岩井法 

 与えられた観測値が代表としていると思われる集まり、統計的な母集団を広く見渡し統

計的分布を対数正規分布として頻度分布を推定し、その積分曲線として超過確率を求める

方法です。確率年 m における雨量は、m に対応する正規変量ξを既存の数表から読み取り

次式で計算します。 

 

ｘ＝10ξσ×（ｘ０＋ｂ）－ｂ      σ，ｘ０，ｂ：定数 

 

2)Thomas プロット法 

 観測によって得られた N 個のデータをある母集団より得られた 1 組の標本と考え、個々

の観測値の超過確率の期待値を表すもので、次式で計算します。 

ＰＪ＝ 
Ｊ    

Ｎ＋1  Ｎ ： 資料個数 

   ＰＪ： 大きさＪ番目の超過確率 

   Ｊ ： 資料値の大きい方から数えた順位 

 

3)Hazen プロット法 

 N 個の順序統計量の各標本値のうち、どれか 1 つの生ずる生起確率はいずれも 1／N で

あると仮定し、J 番目順序統計量の超過確率を表すもので、次式で計算します。 

ＰＪ＝ 
2Ｊ－1    

2Ｎ  Ｎ ： 資料個数 

   ＰＪ： 大きさＪ番目の超過確率 

   Ｊ ： 資料値の大きい方から数えた順位 
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いずれの方法を使用しても得られる値はほぼ同程度になります。そこで本検討では、十

和田アメダスのデータを基に、一般に広く用いられており、既計画で採用されている

Thomas プロット法を用いて確率降雨強度の算定を行いました。  

また、確率降雨強度の算定には、「設計指針」（P224）にて、「5 年から 10 年の確率年

で確率雨量を計算するための降雨資料は、少なくとも 20 年以上の降雨資料（10 分値およ

び 60 分値）、なるべく 40 年以上の降雨資料が望ましい」とされます。以上より、十和田

アメダスで 10 分降雨、60 分降雨が確認できる期間を対象に、全期間（31 年間）と直近

20 年間 2 パターンの計 3 パターンの算定期間で確率降雨強度を算定しました。 

 

表 1.6 算定期間 

対象期間 設定理由 

1994～2024 

（H6～R6） 
31 年間 十和田アメダスで 10 分間および 60 分間降雨が存在する全期間 

2005～2024 

（H17～R6） 
20 年間 直近 20 年間にあたる期間 

2003～2022 

（H15～R4） 
20 年間 20 年間で降雨強度が最も高くなる期間 

 

「設計指針」（p.214）において、計画降雨に採用する確率年は「5 年～10 年」を標準

としているため、5 年、7 年、10 年の 3 パターンの確率年で算出しました。 
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【5 年確率】 

・十和田アメダスの降雨データを用いた確率降雨強度 

 

表 1.7 確率降雨強度（5 年確率） 

降雨継続時間 

Thomas プロット法 

1994-2024 

（31 年間） 

2005-2024 

（20 年間） 

2003-2022 

（20 年間） 

10 88.1 92.0 94.1 

20 67.1 71.6 72.7 

30 54.2 58.5 59.3 

40 45.5 49.5 50.0 

50 39.2 42.9 43.2 

60 34.4 37.9 38.1 

90 25.2 28.0 28.1 

120 19.9 22.2 22.2 

 

 

図 1.1 確率降雨強度（5 年確率） 
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【7 年確率】 

・十和田アメダスの降雨データを用いた確率降雨強度 

 

表 1.8 確率降雨強度（7 年確率） 

降雨継続時間 

Thomas プロット法 

1994-2024 

（31 年間） 

2005-2024 

（20 年間） 

2003-2022 

（20 年間） 

10 99.0 102.1 107.0 

20 74.9 79.4 82.1 

30 60.2 65.0 66.6 

40 50.3 55.0 56.0 

50 43.2 47.7 48.4 

60 37.9 42.1 42.5 

90 27.7 31.1 31.2 

120 21.8 24.7 24.7 

 

 

図 1.2 確率降雨強度（7 年確率） 
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【10 年確率】 

・十和田アメダスの降雨データを用いた確率降雨強度 

 

表 1.9 確率降雨強度（10 年確率） 

降雨継続時間 

Thomas プロット法 

1994-2024 

（31 年間） 

2005-2024 

（20 年間） 

2003-2022 

（20 年間） 

10 110.7 112.9 120.6 

20 83.0 87.8 91.9 

30 66.4 71.8 74.2 

40 55.3 60.8 62.3 

50 47.4 52.7 53.6 

60 41.5 46.5 47.1 

90 30.2 34.3 34.5 

120 23.7 27.2 27.2 

 

 

図 1.3  確率降雨強度（10 年確率） 
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②降雨強度式 

 算定した確率降雨強度を基に、降雨強度式を決定します。 

 降雨強度式の式型には、次のようなものがあります。 

 

ａ 
① Talbot（タルボット）型       Ｉ＝ 

ｔ＋ｂ 
 

ａ 
② Sherman（シャーマン）型      Ｉ＝ 

ｔｎ 
  

ａ 
③ 久野・石黒型               Ｉ＝ 

ｔ±ｂ 
 

ａ 
④ Cleveland（クリーブランド）型 Ｉ＝ 

ｔｎ＋ｂ 

 

 上記の 4 式のうち、管路等の流下施設の計画に適しており、既計画と同じ Talbot 型を

採用しました。 

 なお、Talbot 型の定数 a、b は、下式により算出します。 

 

ＩＮ ＝ βＮ・ＲＮ      

β10

Ｎ 
＝ 

Ｉ10
Ｎ       

Ｉ60
Ｎ       

ＩＮ ＝ ＲＮ・β10
Ｎ ＝ＲＮ・ 

ａ’  ここに、 

ｔ＋ｂ   ＩＮ ：降雨強度式（mm/hr） 

ａ’ ＝ ｂ＋60     β ：特性係数 

ｂ ＝ 
60－10・β10

Ｎ    Ｒ ：60 分雨量（mm/hr） 

β10
Ｎ－1    ｔ ：降雨継続時間（min） 

ａ ＝ ａ’・Ｒ      
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表 1.10 算定結果 

Thomas プロット法 確率年 

降雨量 

（mm） 

降雨強度

（mm/hr） 
特性係数 定数 

Ｒ Ｉ10 Ｉ60 β ｂ ａ’ ａ 

1994-2024 

（31 年間） 

5 年確率 34.4 88.9 34.4 2.587 21.5 81.5 2,801 

7 年確率 37.9 99.8 37.9 2.635 20.6 80.6 3,053 

10 年確率 41.5 111.3 41.5 2.680 19.8 79.8 3,313 

2005-2024 

（20 年間） 

5 年確率 37.9 92.8 37.9 2.448 24.5 84.5 3,202 

7 年確率 42.1 102.6 42.1 2.437 24.8 84.8 3,570 

10 年確率 46.5 113.0 46.5 2.427 25.0 85.0 3,958 

2003-2022 

（20 年間） 

5 年確率 38.1 94.9 38.1 2.490 23.5 83.5 3,185 

7 年確率 42.5 107.2 42.5 2.522 22.8 82.8 3,520 

10 年確率 47.1 120.2 47.1 2.553 22.2 82.2 3,871 

 

 特性係数法による表 1.9 に示す算定結果より Talbot 型降雨強度式を以下に示します。 

 

表 1.11 降雨強度式 

 Thomas プロット法 

確率年 

1994-2024（31 年間） 2005-2024（20 年間） 2003-2022（20 年間） 

降雨強度式 
降雨強度 

（mm/h）
降雨強度式 

降雨強度 

（mm/h）
降雨強度式 

降雨強度 

（mm/h） 

5 年確率 
 2,820  

34.4 
 3,220  

37.9 
 3,200  

38.1 
 t + 22   t + 25   t + 24  

7 年確率 
 3,070  

37.9 
 3,575  

42.1 
 3,530  

42.5 
 t + 21   t + 25   t + 23  

10 年確率 
 3,320  

41.5 
 3,950  

46.5 
 3,860  

47.1 
 t + 20   t + 25   t + 22  
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③定常性の確認 

 本検討の確率降雨強度算定期間は、気候変動予測モデルの現在気候の実験期間以降の降

雨データ（平成 23（2011）年以降）を含んでいるため、定常性の確認を実施しなければ

なりません。 

※現在気候の実験期間（昭和 26（1951）年～平成 22（2010）年）が確率降雨強度の

算定期間の基準の一つとなっている理由は、当該期間が降雨変化倍率の算定に用いる気

候変動予測モデルの実験期間に対応しているためです。 

 計画降雨の定常性の確認について、基本的な考え方を示します。 

 気候変動の影響を踏まえた計画降雨及び計画雨水量の算定にあたっては、当面は、過

去の実績降雨より算定されている現在のハード整備に用いている計画降雨に、2℃上昇

を考慮した降雨量変化倍率を乗じて設定することとしている。 

 当面の対応として、降雨量変化倍率の算定に用いている気候変動予測モデルの現在気

候の実験期間が 1951 年から 2010 年までであることを踏まえ、2010 年までのデ

ータを用いた定常水文統計解析により計画降雨を算定し、これに降雨量変化倍率を乗

じて計画雨水量を算定することを基本とする。 

 2010 年以前のデータを使用している場合には、概ね定常なデータを使用しているも

のと考えられるため、2010 年までデータを延伸せず、現行の計画降雨強度式を使用

して良いものとする。 

 1950 年以前のみのデータを使用している場合には、気候変動予測モデルの現在気候

の実験期間と乖離しているため、1951 年から 2010 年までのデータも用いて計画降

雨強度式を算定することを基本とする。 

 2011 年以降のデータを用いている場合は、それらを除いたうえで定常水文統計解析

により計画降雨を算定し、これに降雨量変化倍率を乗じて計画雨水量を算定すること

を基本とするが、個別にトレンドの検定をした結果、降雨量の定常性が確認された場

合は、現行の計画降雨強度式を使用しても妥当と考えられる。 

 現在の計画降雨強度式の算定において、20 年以上のデータを使用していない場合は、

20 年以上のデータを使用する必要がある。 

 個別にトレンドの検定を実施した結果、降雨量の非定常性が確認された場合、非定常

性が現れる前までのデータ延伸にとどめ定常水文統計解析を行うことや、非定常水文

統計解析を行うことも考えられる。 

出典：雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）（令和 3 年 11 月）（p.参考資料-13） 
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【定常性の確認】 

水文時系列資料がトレンドを有するかどうかを判断する手法として、Mann-Kendall 検

定を用いています。 

 

出典：国土交通省 河川砂防技術基準 調査編 第 3 章 水文解析 第 1 節 水文統計解析 

表 1.12 検定対象期間 

対象期間 設定理由 

1994～2024 

（H6～R6） 
31 年間 十和田アメダスで 10 分間および 60 分間降雨が存在する全期間 

2005～2024 

（H17～R6） 
20 年間 直近 20 年間にあたる期間 

2003～2022 

（H15～R4） 
20 年間 20 年間で降雨強度が最も高くなる期間 
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表 1.13 定常性確認結果 

対象降雨 
対象期間 

データ 
検定統計量 

判定 総合判定 
自 至 p 値 z S 

10 分間降水量 1994（H6） 2024（R6） 31 0.152 1.432 85 定常 
定常 

60 分間降水量 1994（H6） 2024（R6） 31 0.178 1.346 80 定常 

10 分間降水量 2005（H17） 2024（R6） 20 0.755 0.311 12 定常 
定常 

60 分間降水量 2005（H17） 2024（R6） 20 0.713 0.367 14 定常 

10 分間降水量 2003（H15） 2022（R4） 20 1.000 0.000 1 定常 
定常 

60 分間降水量 2003（H15） 2022（R4） 20 0.721 0.358 12 定常 

※p 値が 5％以上（p 値≧0.05）で定常 

 

 検討した算定パターンすべての降雨データで定常性を確認しました。この降雨期間を用

いて算定された降雨強度式に気候変動の降雨量変化倍率を乗じることができます。 

 

④降雨強度式の決定（計画降雨） 

本市では、過去の最大降雨(既往最大降雨 62mm/h)を踏まえ、地域の安全性を考慮して

降雨強度が最も高い数値を採用することが適切と判断しました。その結果、【2003 年～

2022 年】の期間で算定された値を採用しました。 

また、今後の気候変動による降雨量増加を見込んで、降雨量に補正係数 1.10 倍を適用し

た値を計画降雨として決定しました。 

 以下に平成 15（2003）年から令和 4（2022）年の期間で算定した 5 年確率、7 年確

率、10 年確率の降雨強度式および降雨波形を示します。 

  

 

 

 

 

  

I =           （5 年確率=38.1mm/h） I =           ×1.10（5 年確率=41.9mm/h） 
3,200 

t + 24 

I =           ×1.10（10 年確率=51.8mm/h） 

I =           ×1.10（7 年確率=46.8mm/h） 

I =           （10 年確率=47.1mm/h） 

I =           （7 年確率=42.5mm/h） 
3,530 

t + 23 

3,860 

t + 22 

気候変動考慮 

3,200 

t + 24 

3,530 

t + 23 

3,860 

t + 22 
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I = 
ଷଶ଴଴

௧ ା ଶସ
 （5 年確率=38.1mm/h） 

 
図 1.4 計画降雨：5 年確率 

 

気候変動の影響を踏まえた計画降雨の降雨波形を以下に示します。 

 

I = 
ଷଶ଴଴

௧ ା ଶସ
 × 1.1（5 年確率=41.9mm/h） 

 

図 1.5 気候変動の影響を踏まえた計画降雨：5 年確率 
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I = 
ଷହଷ଴

௧ ା ଶଷ
 （7 年確率=42.5mm/h） 

 
図 1.6 計画降雨：7 年確率 

 

気候変動の影響を踏まえた計画降雨の降雨波形を以下に示します。 

 

I = 
ଷହଷ଴

௧ ା ଶଷ
 × 1.1（7 年確率=46.8mm/h） 

 

図 1.7 気候変動の影響を踏まえた計画降雨：7 年確率 
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I = 
ଷ଼଺଴

௧ ା ଶଶ
 （10 年確率=47.1mm/h） 

 
図 1.8 計画降雨：10 年確率 

 

 気候変動の影響を踏まえた計画降雨の降雨波形を以下に示します。 

 

I = 
ଷ଼଺଴

௧ ା ଶଶ
 × 1.1（10 年確率=51.8mm/h） 

 

図 1.9 気候変動の影響を踏まえた計画降雨：10 年確率 
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2. 想定最大規模降雨（L2 降雨） 

 想定最大規模降雨は、「浸水想定（洪水、内水）の作成等のための想定最大外力の設定手

法」（平成 27 年 7 月国土交通省）を基に設定します。（想定最大規模降雨の基になる降雨

波形は既往最大降雨） 

 「浸水想定（洪水、内水）の作成等のための想定最大外力の設定手法」（平成 27 年 7 月

国土交通省）より、本市の地区区分は高瀬川流域に属しており「③東北西部」に該当して

いることから〔時間最大雨量 150mm/h〕に設定しました。

 

図 2.1 地域区分 

出典：浸水想定（洪水、内水）の作成等のための想定最大外力の設定手法（平成 27 年 7 月） 
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                         出典：東北地方整備局高瀬川 HP 
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表 2.1 地域区分毎の最大降雨量 

地域区分 
雨量（mm） 

1 時間 2 時間 3 時間 6 時間 12 時間 24 時間 48 時間 72 時間 

①北海道北部 125 160 217 367 502 587 597 626 

②北海道南部 130 243 338 467 504 666 758 877 

③東北西部 150 190 246 318 401 529 642 649 

④東北東部 120 200 244 440 595 747 962 1037 

⑤関東 153 235 311 449 584 690 925 1092 

⑥北陸 130 193 237 362 517 813 938 1073 

⑦中部 147 216 280 481 708 836 979 1099 

⑧近畿 147 225 305 471 817 1150 1387 1470 

⑨紀伊南部 140 234 315 497 767 1089 1386 1669 

⑩山陰 130 155 194 312 468 624 724 751 

⑪瀬戸内 130 201 230 366 551 790 1076 1231 

⑫中国西部 143 198 280 399 497 557 718 928 

⑬四国南部 160 275 344 590 821 1176 1692 2237 

⑭九州北西部 153 283 383 647 952 1109 1210 1306 

⑮九州南東部 140 210 256 460 629 953 1238 1322 

出典：浸水想定（洪水、内水）の作成等のための想定最大外力の設定手法（平成 27 年 7 月） 
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3. 降雨強度の算定 

3.1. 算定結果【平成 6（1994）年～令和 6（2024）年：31 年間】 

Thomas プロット計算表より算定した、降雨強度を示します。 

【年最大降雨実績】 

 
    10 分間雨量   60 分間雨量 

年次 月日 雨量 降雨強度 月日 雨量 降雨強度 

 
    （mm） （mm/hr）   （mm） （mm/hr） 

平成 ６（1994）年 6 月 14 日 6.5 39.0 6 月 14 日 18.0 18.0 

平成 ７（1995）年 8 月 25 日 10.0 60.0 8 月 25 日 20.0 20.0 

平成 ８（1996）年 7 月 3 日 11.5 69.0 7 月 3 日 22.0 22.0 

平成 ９（1997）年 6 月 21 日 3.0 18.0 6 月 21 日 14.0 14.0 

平成 10（1998）年 8 月 28 日 10.5 63.0 7 月 23 日 20.0 20.0 

平成 11（1999）年 10 月 28 日 10.0 60.0 10 月 28 日 44.0 44.0 

平成 12（2000）年 7 月 25 日 10.5 63.0 7 月 8 日 16.0 16.0 

平成 13（2001）年 7 月 30 日 12.0 72.0 7 月 30 日 21.0 21.0 

平成 14（2002）年 8 月 11 日 6.5 39.0 8 月 11 日 24.0 24.0 

平成 15（2003）年 8 月 8 日 15.0 90.0 8 月 8 日 29.0 29.0 

平成 16（2004）年 9 月 30 日 3.5 21.0 9 月 30 日 17.0 17.0 

平成 17（2005）年 8 月 14 日 14.0 84.0 8 月 14 日 55.0 55.0 

平成 18（2006）年 7 月 16 日 4.5 27.0 7 月 16 日 16.0 16.0 

平成 19（2007）年 11 月 12 日 5.0 30.0 11 月 12 日 16.0 16.0 

平成 20（2008）年 7 月 4 日 11.5 69.0 7 月 4 日 23.0 23.0 

平成 21（2009）年 7 月 27 日 15.0 90.0 7 月 27 日 19.0 19.0 

平成 22（2010）年 8 月 9 日 20.0 120.0 8 月 9 日 37.0 37.0 

平成 22（2011）年 6 月 9 日 6.5 39.0 8 月 17 日 20.0 20.0 

平成 22（2012）年 8 月 6 日 13.5 81.0 8 月 6 日 48.0 48.0 

平成 22（2013）年 9 月 16 日 9.5 57.0 9 月 16 日 29.0 29.0 

平成 22（2014）年 8 月 22 日 11.0 66.0 8 月 22 日 22.0 22.0 

平成 22（2015）年 8 月 2 日 9.0 54.0 8 月 2 日 19.0 19.0 

平成 22（2016）年 7 月 30 日 20.0 120.0 8 月 26 日 36.5 36.5 

平成 22（2017）年 7 月 22 日 11.0 66.0 7 月 22 日 38.5 38.5 

平成 22（2018）年 8 月 15 日 12.0 72.0 8 月 15 日 17.0 17.0 

令和 元（2019）年 8 月 10 日 11.0 66.0 8 月 23 日 21.0 21.0 

令和 2（2020）年 9 月 18 日 9.0 54.0 7 月 31 日 27.0 27.0 

令和 3（2021）年 6 月 24 日 8.0 48.0 8 月 10 日 14.5 14.5 

令和 4（2022）年 8 月 3 日 11.5 69.0 8 月 3 日 50.0 50.0 

令和 5（2023）年 7 月 11 日 13.0 78.0 7 月 11 日 24.0 24.0 

令和 6（2024）年 8 月 27 日 11.5 69.0 8 月 17 日 23.0 23.0 

※10 分間雨量の降雨強度は、10 分間雨量を 60 分間雨量に換算したものです 
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【年最大 10 分間雨量 Thomas プロット図】 
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【年最大 60 分間雨量 Thomas プロット図】 
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【降雨強度（Thomas プロット法より）】 

確率年 Ｉ10 Ｉ60 

5 年確率 88.9  34.4 

7 年確率 99.8  37.9 

10 年確率 111.3  41.5 

 

【特性係数法による定数算定】 

確率年 

降雨量

（mm） 

降雨強度

（mm/hr） 
特性係数 定数 

Ｒ Ｉ10 Ｉ60 β ｂ ａ’ ａ 

5 年確率 34.4  88.9  34.4  2.587  21.5  81.5  2,801 

7 年確率 37.9  99.8  37.9  2.635  20.6  80.6  3,053 

10 年確率 41.5  111.3  41.5  2.680  19.8  79.8  3,313 

 

【降雨強度式及び降雨強度（Thomas プロット法：タルボット型）】 

確率年 
降雨強度式 

降雨強度式 降雨強度（mm/hr） 

5 年確率 2,801 /（ｔ＋ 21.5 ） 34.4 

7 年確率 3,053 /（ｔ＋ 20.6 ） 37.9 

10 年確率 3,313 /（ｔ＋ 19.8 ） 41.5 

⇒改め 

確率年 
降雨強度式 

降雨強度式 降雨強度（mm/hr） 

5 年確率 2,820 /（ｔ＋ 22 ） 34.4 

7 年確率 3,070 /（ｔ＋ 21 ） 37.9 

10 年確率 3,320 /（ｔ＋ 20 ） 41.5 

 

 

  

ｔ＋ 21.5 ｔ＋ 22

ｔ＋ 20.6 ｔ＋ 21

ｔ＋ 19.8 ｔ＋ 20
mm/hrmm/hr

3,320
＝ 41.5Ｉ10＝

3,313
＝ 41.5

Ｉ7＝
3,053

＝ 37.9 mm/hr
3,070

＝ 37.9 mm/hr

mm/hr
2,820

＝ 34.4Ｉ5＝
2,801

＝ 34.4 mm/hr
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3.2. 算定結果 【平成 17（2005）年～令和 6（2024）年：20 年間】 

Thomas プロット計算表より算定した、降雨強度を示します。 

【年最大降雨実績】 

 
    10 分間雨量   60 分間雨量 

年次 月日 雨量 降雨強度 月日 雨量 降雨強度 

 
    （mm） （mm/hr）   （mm） （mm/hr） 

平成 17（2005）年 8 月 14 日 14.0 84.0 8 月 14 日 55.0 55.0 

平成 18（2006）年 7 月 16 日 4.5 27.0 7 月 16 日 16.0 16.0 

平成 19（2007）年 11 月 12 日 5.0 30.0 11 月 12 日 16.0 16.0 

平成 20（2008）年 7 月 4 日 11.5 69.0 7 月 4 日 23.0 23.0 

平成 21（2009）年 7 月 27 日 15.0 90.0 7 月 27 日 19.0 19.0 

平成 22（2010）年 8 月 9 日 20.0 120.0 8 月 9 日 37.0 37.0 

平成 22（2011）年 6 月 9 日 6.5 39.0 8 月 17 日 20.0 20.0 

平成 22（2012）年 8 月 6 日 13.5 81.0 8 月 6 日 48.0 48.0 

平成 22（2013）年 9 月 16 日 9.5 57.0 9 月 16 日 29.0 29.0 

平成 22（2014）年 8 月 22 日 11.0 66.0 8 月 22 日 22.0 22.0 

平成 22（2015）年 8 月 2 日 9.0 54.0 8 月 2 日 19.0 19.0 

平成 22（2016）年 7 月 30 日 20.0 120.0 8 月 26 日 36.5 36.5 

平成 22（2017）年 7 月 22 日 11.0 66.0 7 月 22 日 38.5 38.5 

平成 22（2018）年 8 月 15 日 12.0 72.0 8 月 15 日 17.0 17.0 

令和 元（2019）年 8 月 10 日 11.0 66.0 8 月 23 日 21.0 21.0 

令和 2（2020）年 9 月 18 日 9.0 54.0 7 月 31 日 27.0 27.0 

令和 3（2021）年 6 月 24 日 8.0 48.0 8 月 10 日 14.5 14.5 

令和 4（2022）年 8 月 3 日 11.5 69.0 8 月 3 日 50.0 50.0 

令和 5（2023）年 7 月 11 日 13.0 78.0 7 月 11 日 24.0 24.0 

令和 6（2024）年 8 月 27 日 11.5 69.0 8 月 17 日 23.0 23.0 

※10 分間雨量の降雨強度は、10 分間雨量を 60 分間雨量に換算したものです 
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【年最大 10 分間雨量 Thomas プロット図】 
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【年最大 60 分間雨量 Thomas プロット図】 
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【降雨強度（Thomas プロット法より）】 

確率年 Ｉ10 Ｉ60 

5 年確率 92.8 37.9 

7 年確率 102.6 42.1 

10 年確率 113.0 46.5 

 

【特性係数法による定数算定】 

確率年 

降雨量

（mm） 

降雨強度

（mm/hr） 
特性係数 定数 

Ｒ Ｉ10 Ｉ60 β ｂ ａ’ ａ 

5 年確率 37.9 92.8 37.9 2.448 24.5 84.5 3,202 

7 年確率 42.1 102.6 42.1 2.437 24.8 84.8 3,570 

10 年確率 46.5 113.0 46.5 2.427 25.0 85.0 3,958 

 

【降雨強度式及び降雨強度（Thomas プロット法：タルボット型）】 

確率年 
降雨強度式 

降雨強度式 降雨強度（mm/hr） 

5 年確率 3,202 /（ｔ＋ 24.5 ） 37.9 

7 年確率 3,570 /（ｔ＋ 24.8 ） 42.1 

10 年確率 3,958 /（ｔ＋ 25.0 ） 46.5 

⇒改め 

確率年 
降雨強度式 

降雨強度式 降雨強度（mm/hr） 

5 年確率 3,220 /（ｔ＋ 25 ） 37.9 

7 年確率 3,575 /（ｔ＋ 25 ） 42.1 

10 年確率 3,950 /（ｔ＋ 25 ） 46.5 

 

 

  

ｔ＋ 24.5 ｔ＋ 25

ｔ＋ 24.8 ｔ＋ 25

ｔ＋ 25.0 ｔ＋ 25
mm/hrmm/hr

3,950
＝ 46.5Ｉ10＝

3,958
＝ 46.5

Ｉ7＝
3,570

＝ 42.1 mm/hr
3,575

＝ 42.1 mm/hr

mm/hr
3,220

＝ 37.9Ｉ5＝
3,202

＝ 37.9 mm/hr
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3.3. 算定結果 【平成 15（2003）年～令和 4（2022）年：20 年間】 

Thomas プロット計算表より算定した、降雨強度を示します。 

【年最大降雨実績】 

 
    10 分間雨量   60 分間雨量 

年次 月日 雨量 降雨強度 月日 雨量 降雨強度 

 
    （mm） （mm/hr）   （mm） （mm/hr） 

平成 15（2003）年 8 月 8 日 15.0 90.0 8 月 8 日 29.0 29.0 

平成 16（2004）年 9 月 30 日 3.5 21.0 9 月 30 日 17.0 17.0 

平成 17（2005）年 8 月 14 日 14.0 84.0 8 月 14 日 55.0 55.0 

平成 18（2006）年 7 月 16 日 4.5 27.0 7 月 16 日 16.0 16.0 

平成 19（2007）年 11 月 12 日 5.0 30.0 11 月 12 日 16.0 16.0 

平成 20（2008）年 7 月 4 日 11.5 69.0 7 月 4 日 23.0 23.0 

平成 21（2009）年 7 月 27 日 15.0 90.0 7 月 27 日 19.0 19.0 

平成 22（2010）年 8 月 9 日 20.0 120.0 8 月 9 日 37.0 37.0 

平成 22（2011）年 6 月 9 日 6.5 39.0 8 月 17 日 20.0 20.0 

平成 22（2012）年 8 月 6 日 13.5 81.0 8 月 6 日 48.0 48.0 

平成 22（2013）年 9 月 16 日 9.5 57.0 9 月 16 日 29.0 29.0 

平成 22（2014）年 8 月 22 日 11.0 66.0 8 月 22 日 22.0 22.0 

平成 22（2015）年 8 月 2 日 9.0 54.0 8 月 2 日 19.0 19.0 

平成 22（2016）年 7 月 30 日 20.0 120.0 8 月 26 日 36.5 36.5 

平成 22（2017）年 7 月 22 日 11.0 66.0 7 月 22 日 38.5 38.5 

平成 22（2018）年 8 月 15 日 12.0 72.0 8 月 15 日 17.0 17.0 

令和 元（2019）年 8 月 10 日 11.0 66.0 8 月 23 日 21.0 21.0 

令和 2（2020）年 9 月 18 日 9.0 54.0 7 月 31 日 27.0 27.0 

令和 3（2021）年 6 月 24 日 8.0 48.0 8 月 10 日 14.5 14.5 

令和 4（2022）年 8 月 3 日 11.5 69.0 8 月 3 日 50.0 50.0 

※10 分間雨量の降雨強度は、10 分間雨量を 60 分間雨量に換算したものです。 
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【年最大 10 分間雨量 Thomas プロット図】 
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【年最大 60 分間雨量 Thomas プロット図】 
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【降雨強度（Thomas プロット法より）】 

確率年 Ｉ10 Ｉ60 

5 年確率 94.9 38.1 

7 年確率 107.2 42.5 

10 年確率 120.2 47.1 

 

【特性係数法による定数算定】 

確率年 

降雨量

（mm） 

降雨強度

（mm/hr） 
特性係数 定数 

Ｒ Ｉ10 Ｉ60 β ｂ ａ’ ａ 

5 年確率 38.1 94.9 38.1 2.490 23.5 83.5 3,185 

7 年確率 42.5 107.2 42.5 2.522 22.8 82.8 3,520 

10 年確率 47.1 120.2 47.1 2.553 22.2 82.2 3,871 

 

【降雨強度式及び降雨強度（Thomas プロット法：タルボット型）】 

確率年 
降雨強度式 

降雨強度式 降雨強度（mm/hr） 

5 年確率 3,185 /（ｔ＋ 23.5 ） 38.1 

7 年確率 3,520 /（ｔ＋ 22.8 ） 42.5 

10 年確率 3,871 /（ｔ＋ 22.2 ） 47.1 

⇒改め 

確率年 
降雨強度式 

降雨強度式 降雨強度（mm/hr） 

5 年確率 3,200 /（ｔ＋ 24 ） 38.1 

7 年確率 3,530 /（ｔ＋ 23 ） 42.5 

10 年確率 3,860 /（ｔ＋ 22 ） 47.1 

 

 

  

ｔ＋ 23.5 ｔ＋ 24

ｔ＋ 22.8 ｔ＋ 23

ｔ＋ 22.2 ｔ＋ 22
mm/hrmm/hr

3,860
＝ 47.1Ｉ10＝

3,871
＝ 47.1

Ｉ7＝
3,520

＝ 42.5 mm/hr
3,530

＝ 42.5 mm/hr

mm/hr
3,200

＝ 38.1Ｉ5＝
3,185

＝ 38.1 mm/hr
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【降雨強度式のまとめ】 

【1994 年～2024 年：31 年間】            気候変動考慮 

 

 

 

 

【2005 年～2024 年：20 年間】 

 

 

 

 

【2003 年～2022 年：20 年間】※採用 

 

 

 

 

  

ｔ＋ 22 ｔ＋ 22

ｔ＋ 21 ｔ＋ 21

ｔ＋ 20 ｔ＋ 20

×1.1 ＝

＝

＝

（5年確率

（7年確率

×1.1 45.7 mm/h）（10年確率 （10年確率Ｉ＝
3,320

＝ 41.5 mm/h）
3,320

×1.1 41.7 mm/h）（7年確率Ｉ＝
3,070

＝ 37.9 mm/h）
3,070

mm/h）
2,820

37.8 mm/h）（5年確率Ｉ＝
2,820

＝ 34.4

ｔ＋ 24 ｔ＋ 24

ｔ＋ 23 ｔ＋ 23

ｔ＋ 22 ｔ＋ 22

3,860
×1.1 （10年確率 ＝ 51.8 mm/h）Ｉ＝

3,860
（10年確率＝ 47.1 mm/h）

（7年確率 ＝ 46.8 mm/h）（7年確率 ＝ 42.5 mm/h）
3,530

×1.1Ｉ＝
3,530

41.9 mm/h）38.1 mm/h）
3,200

×1.1 （5年確率 ＝Ｉ＝
3,200

（5年確率 ＝
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  １994 年から 2024 年のうち、20 年間で降雨強度が最もが高くなる期間を下記の

表にまとめました。 

【各期間の確率降雨強度】 

番号 始 終 
確率降雨強度（mm/h） 

5 年確率 7 年確率 10 年確率 

1 1994 2013 34.6 38.4 42.4 

2 1995 2014 34.7 38.5 42.5 

3 1996 2015 34.7 38.5 42.5 

4 1997 2016 35.8 39.8 44.0 

5 1998 2017 37.4 41.5 45.7 

6 1999 2018 37.4 41.5 45.8 

7 2000 2019 35.4 39.2 43.1 

8 2001 2020 35.7 39.4 43.1 

9 2002 2021 35.6 39.4 43.3 

10 2003 2022 38.1 42.5 47.1 

11 2004 2023 37.8 42.1 46.7 

12 2005 2024 37.9 42.1 46.5 

 

 以上の結果から、番号 10 の【2003 年～2022 年（20 年間）】の降雨強度が最も高

い結果となるので、計画降雨の検定対象期間へ採用しています。 


